　大阪湾広域臨海環境整備センターは、昭和57年３月に設立されて以来、28年余りにわたって、全国で唯一の府県域を越えた広域的な廃棄物の適正な最終処分を海面埋立てにより行う「フェニックス事業」を地方公共団体及び港湾管理者と一体となって推進してきたところであり、平成21年度末までに近畿２府４県の受入対象区域168市町村から発生した 8,659万トン(5,841万㎥)にものぼる廃棄物を適正に処理してまいりました。
また、阪神・淡路大震災に際しましては、280万トン(174万㎥)の震災ガレキを受入れ、被災地の早期復興に大きく貢献したところです。
大阪湾圏域の各地方公共団体では、廃棄物の減量化・再資源化対策の積極的な推進により、廃棄物量は減少傾向にあるとはいえ、最終処分場の不足等から、センターに対する依存度は高まりつつあります。　
こうした状況の下、継続して廃棄物を適正に処理するため、４番目の処分場である大阪沖埋立処分場については昨年10月より受入れを開始しているところであります。
また、センターは、循環型社会への移行が進む中、廃棄物処理料の安定的確保及び事業費の節減などの取組みにより、経営収支の改善と財政基盤の強化に努めているところです。
しかしながら、最終処分場の建設には、多額の事業費を要することから、センターはもとより、地方公共団体及び港湾管理者において、その財源の確保が大きな課題となっています。
今後、センターといたしましても経営の安定化に向け、引き続き努力をしてまいりますが、とりわけ次の事項につきましては、フェニックス事業を円滑に推進する上で特に重要と考えられますので、格段のご尽力とご高配を賜りますよう要望いたします。
記
１　「広域廃棄物埋立処分場施設整備費国庫補助金」について、平成２３年度以降も特段の財政措置を講じられたい。
２　フェニックス事業に係る所要の事業費（国庫補助額）を確保されたい。
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